
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度当初予算令和02 通常 令和02 03 19
0202040108 社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略

04 産業人材の確保・育成と働きやすい環境の整備勤労者等生活安定支援資金
多様な人材の活躍を可能にする「働き方改革」の促進と県内就職促進01

産業労働部 雇用労働政策課 就業支援班 2334 田中　等 近藤　陽

令和02 令和99

少子高齢化、生産年齢人口の減少により、県内経済を支える中小企業等の人材確保が課題となってお 就労を希望する勤労者等が、子供の療育、家族の介護を行う場合、事業主の都合で離職をした場合に
り、女性等の多様な人材の活躍、離職者の再就職への支援により、就労を希望する県民誰もが、適性 おいても、安心して育児・介護休業の取得や求職活動ができるよう生活の安定化を図るためのセーフ
や能力に応じて就労できる環境づくりが必要となっている。 ティネットを構築し、就業の継続による県内企業における人材の確保・定着を推進する。

○ ●

金融機関

勤労者等

□ ■ H29 09

育児休業又は介護休業をしている勤労者の仕事と家庭の両立、会社の雇用調整や事業再構築等事業主
■ □ □ □ の都合により離職した方の円滑な再就職への支援として、対象者に低利な融資を提供し、勤労者等の

□ 生活の安定化を図る。

介護休業や、特に男性の育児休業については、収入面の不安などにより、制度を利用する人が少ない
。

対象者に直接助成するのではなく、金融機関と連携して低利な融資を行うことで、実質的に県負担を伴うことなく事業の展
開が可能となる。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

勤労者等生活安定支援資金 勤労者等の生活安定化を図るため、融資資金の貸付原資を金融機関に預託し、低利な資金
01 を提供する。       5,000       9,500      15,500      17,000     13,000      17,500             0

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

            0      5,000       9,500      17,000      17,500     15,500     13,000

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0諸収入       5,000       9,500      17,000      17,500     15,500     13,000

          0           0           0           0           0             0          0



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

安心して育児・介護休業の取得、求職活動を行える環境づくり

育児休業の取得率（女性）

●実際に育児休業を取得した人（女性）／育児休業を取得できる要件に該当した

○人（女性）

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
      94.5      94.9      95.3      95.7       96.1                                 

      93.7          

                    労働条件等実態調査（調査対象：常用労働者数５人以上の民間事業

所の中から抽出した事業所）                    

● ○ ○0 2

育児休業の取得率（男性）

●実際に育児休業を取得した人（男性）／育児休業を取得できる要件に該当した

○人（男性）

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
                                          7         8         9        10        11

       6.2          

                    労働条件等実態調査（調査対象：常用労働者数５人以上の民間事業

所の中から抽出した事業所）                    

● 0 2 ○ ○

中小企業等の人材確保が課題となっている中、女性等多様な人材の活躍、離職者等の円滑
な再就職を進めるための環境づくりが必要となっている。

勤労者の仕事と家庭の両立、事業主の都合により離職した者の円滑な再就職が可能となる
よう、育児、介護休業中や、離職中の生活の安定化を図る必要がある。

□□ □
■

仕事と家庭生活の両立、離職者を余儀なくされた方の再就職支援を円滑に進めるためのセ
ーフティネットとして、県が制度を設け、勤労者等が等しく低利の融資を受けることがで
きるように公平性を確保する必要がある。

○ ○


